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最近の道内経済産業動向

�������	
������������������
��� �!"#$

%�&'(�)*+�,-!./01123
4560789:0;�!2<=

※現状判断の参考としている主要経済指標は�月実績が中心｡

●個人消費は持ち直し傾向が一服
�月の大型小売店販売額 (全店) は､ 前年比▲���％と�カ月連続で前年実績を下回った

(百貨店：同▲���％､スーパー：同���％増)｡�月の乗用車新車販売台数 (含む軽)は､ 同▲	�


％と�カ月連続で前年割れ｡ 大型小売店販売額､ 乗用車新車販売台数ともに､ 消費税増税に
伴う駆け込み需要の反動減が尾を引いているものの､ 下落幅は前月と比べて縮小｡ 反動減の
影響は着実に薄まりつつある｡

●設備投資は持ち直し基調､ 公共工事は持ち直しのテンポが高まっている
新設住宅着工戸数 (�月) は､ 前年比▲����％ (	��戸) と�カ月連続で前年実績を下回っ
た｡ 貸家 (同���％増) が増加した一方､ 消費税増税前の駆け込み着工による反動減などから､
持家 (同▲	���％)､ 分譲住宅 (同▲����％) が減少｡ 設備投資は､ 各投資計画調査で企業の
前向きな動きが確認できるなど持ち直し基調にある｡ 公共工事請負金額 (�月) は前年比
��

％増と�カ月連続で増加｡ 当初予算の成立が前年より早く､�月から予算が執行され､ かつ前
倒しされていることなどが主因 (前年度は当初予算が�月中旬に成立)｡
●生産は横ばい圏内で推移している

鉱工業生産 (�月) は､ 前月比	�	％上昇と�カ月ぶりに上昇｡ 前月で大型受注分が一段落
した橋りょうの減産により金属製品 (前月比▲��	％) などが低下｡ 一方､ 新商品投入による
発泡酒の増産などがあった食料品 (同��％上昇) や､ 一部工場での定期修理明けに伴いセメ
ントが増産となった窯業・土石 (同
��％上昇) などが上昇した｡
●輸出は拡大している

通関輸出額 (�月) は拡大基調が続く中､ 前
年比▲
��％と�カ月ぶりに前年実績を下回っ
た｡ 米国向けが好調な自動車部分品 (同	
��％
増) などが増加｡ 一方､ 製造ライン切替のため
に一部工場が稼働停止している化学製品 (同▲

���％) や､ 前年は輸出実績のあった船舶 (全
減) が大幅減｡

●観光は回復している
国内客が中心となる来道者数 (�月) は､ 前

年比���％増と	
カ月連続で前年実績を上回っ
た｡ 大型連休の日並びが悪かったことや一部航
空路線の休止などから伸び率は鈍化したものの､
依然高水準で推移｡�月の外国人入国者数 (速
報値) は､ 同����％増と��カ月連続で増加｡

●雇用情勢は回復の兆しがみられる
�月の有効求人倍率 (パート含む常用) は､

前年比���ポイント上昇の��
�倍と	カ月連続
で上昇｡�月の新規求人数 (同) は､ 前年比��	

％増と	カ月連続で前年実績を上回った｡

日本銀行札幌支店 ｢短観｣
(前年比､％)

����年度
(実績)

����年度
(計画) 前回調査

全 産 業 ��� ���	 ���
製 造 業 ▲���
 ▲ ��� ▲����
非製造業 ���� ���� ���


北海道財務局 ｢法人企業景気予測調査｣
(前年比､％)

����年度
(実績)

����年度
(計画) 前回調査

全 産 業 ▲ ��� ��� ▲����
製 造 業 ▲���
 ��� ▲�	��
非製造業 ���� 	�� ▲����

(注) 日銀短観は�－�月期調査分 (前回は�－�月期調査)｡
全産業､ 非製造業には電気・ガスが含まれない｡

(注�) 法人企業景気予測調査は�－�月期分 (前回調査は�－�
月期分)｡ 全産業､ 非製造業には電気・ガスが含まれ
ている｡

(注�) 上記には道内企業による道外での設備投資額が含まれ
る一方､ 道外企業による道内での設備投資額は含まれ
ていない｡

(出所) 日本銀行札幌支店､ 北海道財務局

� >?�@A 調査ニュース ������･�

道内企業の設備投資計画
(ソフトウェア投資含む､土地投資除く)

����年度における道内企業の設備投資計画を聞いた�つのアン
ケート調査をみると､ 両調査結果ともに前年度の実績を上回る
計画となっている (全産業ベース)｡
※北海道開発局の資本形成調査によると､����年度 (速報) に
おける民間設備投資額は�兆�	
��億円 (前年比���％増)｡
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札幌の街乗りに適した自転車を提案
～自転車文化を考えるサッポロバイクプロジェクトの取り組み～

札幌での自転車文化を考える会で ｢サッポロバイク｣ がデビュー
“環境にやさしく､ 健康に良い”自転車が見直されています｡ 日常の交通手段としてのほか､
自然を巡るサイクリング､ 市民レースなど､ 楽しみ方も豊富になってきました｡ こうした中､
札幌の自転車愛好家を中心とする交流イベント ｢アーバンライドミーティングサッポロ｣ が�

月に開催されました (昨年��月の第�回に続く�回目)｡ この集まりは､ 自転車文化の向上に関
わる活動をしている市民団体などが主催｡ 自転車愛好家に加え､ 札幌市で自転車による事業を
展開しているポロクル､ ベロタクシー (※	) の関係者も出席し､ 自転車をより楽しく乗るための
アイデアや環境改善策などについて活発な意見交換が行われました (※
)｡ また､ 会場では札幌
での街乗りに適した自転車として市民団体が新たに開発したサッポロバイクも紹介され､ 出席
者の関心を呼びました｡
(※�) ポロクルは札幌の中心部で自転車を共同利用する事業､ ベロタクシーは三輪自転車タクシー｡
(※�) 意見の内容は ｢祖父母が孫に自転車マナーを指導｣ ｢おしゃれな服装でカッコよく自転車に乗る機会づ

くり｣ ｢多様なサイクリングコースの設定と紹介｣ ｢バスや電車への自転車積載｣ ｢駐輪場の充実｣ など｡

｢小回りがきき､ファッショナブル……｣なサッポロバイク
サッポロバイクは､ 市民団体 ｢サッ
ポロバイクプロジェクト｣ (※�) が､ 札
幌の街の特徴を踏まえた上で､ 快適
な街乗り用自転車として企画 (図表
参照)｡ メーカーに製造を委託して､
�月下旬以降に販売が開始される予
定です (※�)｡
現在市販されている自転車は低価

格品と用途が限定された高級品とに
二極分化しています｡ このため､ ｢通
勤用の装備を備え､ 適度な価格で､
デザイン性にも優れ､ 日常にも遊び
にも利用できる｣ 自転車への潜在的
ニーズは大きく､ 今後の需要も有望
と予想されます｡
(※�) 札幌で自転車愛好者が集える場づくりを目指す市民有志の団体｡
(※�) まず�		台限定 (白､ 青の各色
	台) で販売｡ 現在､ �� (図表参照) で仮申し込みを受け付け中｡

クリーンでエネルギー効率が高い交通手段として期待大きな自転車
自転車は､ 化石燃料を使用しない､ エネルギー効率が高いなどの点から､ 短距離移動手段と

して優れた乗り物といわれています｡ 北海道は､ 冬季に自転車を利用しにくいことなどから､
全国よりも自転車普及率は低め (※) でしたが､ 梅雨がなく全国と比べ夏季が快適などプラス面
も多く挙げられます｡ 最近では､ ｢自然景観が美しく､ 道路が整備されている北海道はサイクリ
ング適地｣ と､ アジア諸国やオーストラリアなど海外から高く評価されるようになってきまし
た｡ こうした状況下､ サッポロバイクを始めとする市民の自発的な取組みは､ 北海道での自転
車利用意識の向上､ 豊かな自転車文化の構築につながるものとして期待されます｡
(※) 自転車産業振興協会の推計によると､�世帯当り保有台数は全国���
台､ 北海道����台 (�	��年)｡

(松本 則栄)

(写真) サッポロバイクプロジェクト提供

図表 サッポロバイクプロジェクトの提案



“道民の知恵袋”北海道立総合研究機構のご紹介

�����

地方独立行政法人
北海道立総合研究機構

連携推進部 主幹 西村 直樹

�. 組織の概要
北海道立総合研究機構 (以下 ｢道総研｣ と

いう) は､ 平成��年�月に､ それまで道庁各
部の出先機関として運営していた��の道立試
験研究機関を統合し､ 地方独立行政法人とし
て発足した総合的な研究機関です｡ 図表�に
示すように､ 道総研は､ 法人全体を統括する
法人本部と試験研究等の事業を実施する�つ
の研究本部から構成されており､ 各研究本部
の下に��の試験研究機関が配置されています｡
平成��年�月現在､ 在籍する研究職員は���

人 (技師､ 船員､ 事務職員を含む職員総数は
	
	��人) を数え､ 農業､ 水産業､ 林業､ 工業､
食品産業､ 環境､ 地質および建築といった幅
広い分野にわたる試験研究や技術支援に取り
組んでいます｡

�. 道総研が取り組む試験研究と技術支援
道総研は､ 道内産業の振興と道民生活の向

上に直接的に寄与することを基本使命として､
試験研究と技術支援に取り組んでいます｡ こ

の点が､ 教育と基礎研究を基本使命としてい
る大学と本質的に異なるところです｡ 道総研
の使命を一言で表すならば､“道民の知恵袋”
といえるでしょう｡
図表�に示すように､ 道総研には様々な研

究制度があります｡ このうち､ 一般共同研究
と受託研究が企業や団体の皆様にご活用いた
だけるものとなっています｡ 一般共同研究は､
道総研と企業・団体等が研究内容を分担して
実施する研究､ 受託研究は企業・団体等から
の依頼により企業・団体等に代わって道総研
が実施する研究となっており､ 道総研全体で､
年間計���件近くの実績をあげています｡ 新
製品の開発等をお考えの際に､ ぜひこれらの
研究制度を活用していただければと思います｡
また､ 一般共同研究や受託研究に至らない

までも､ ちょっとした技術相談や技術指導を
受けたいと考えている方も数多くいらっしゃ
ると思います｡ そのような場合には､ 道総研
の技術支援制度を活用していただければと思
います｡

図表� 道総研の組織体制
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図表� 道総研の研究制度
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図表� 道総研における技術支援の実施実績

�. 道総研の相談窓口
企業や団体の皆様が､ 事業活動に伴って財

務的な問題に直面した際は､ 直ちに金融機関
や税理士など外部の専門家のところへ相談に
行くと思います｡ しかしながら､ 技術的な問
題に直面した際には自らの努力で解決しよう
としがちで､ 直ちに外部の専門家のところへ
相談に行こうとしない場合が少なからず見受
けられます｡ どんな些細なことでも結構です
ので､ 事業活動に伴って技術的な問題に直面
した際は､ ぜひ道総研にご相談いただければ
と思います｡ 道総研では総合相談窓口を設置
しています｡ ご相談に際しては､ ��の試験研
究機関に直接お問い合わせいただいてもかま
いませんが､ 相談先が分からない場合には､
下記の総合相談窓口をご利用ください｡
また､ 道総研のホームページには､ 道総研

の研究制度や技術支援制度に関する詳しい情
報を掲載していますので､ 併せてご利用くだ
さい (����������	�
�	�
	���)｡
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図表�は､ 道総研における技術支援の実施
実績を示したものです｡ これからわかるよう
に､ 道総研では､ 年間万件以上の技術相談
や技術指導を実施しています｡ 技術相談や技
術指導といった簡易な対応で解決できない案
件については､ 試験設備の提供や依頼試験､
技術開発派遣指導など､ その他のメニューで
対応させていただくことも可能です｡

道総研の総合相談窓口 (法人本部)

電 話：���－���－����(直通)

ＦＡＸ：���－���－����

������：�����������
�	�
	��

����� 調査ニュース ������･� �
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○活用機関：北海道立総合研究機構 産業技術研究本部 工業試験場 (以下､ 工業試験場)
○活用内容：技術指導
○開発企業：㈲イリス (札幌市)､ 清水勧業㈱ (札幌市)

■開発の経緯
㈲イリスは､ 各種照明のデザイン・設計・製作などを手掛けています｡ 同社は､ 生活空間に安らぎ

を与える ｢照明｣ であると同時に､ 停電や災害などの非常時には懐中電灯としても使用でき､ 加えて
ソーラー充電機能を有する省エネ型ＬＥＤ照明器具の開発を企画｡ ����年､ 電力・電設・通信資材お
よび関連機器等を電力会社や電気工事会社向けに販売する清水勧業㈱の技術サポートを受け､ 当該照
明器具の開発に着手しました｡

■道総研 (工業試験場) の活用に至った経緯
企画・開発の中心となった㈲イリスでは､ 人に癒しや心地良さを与えるとされる ｢�／ｆ (エフぶ

んのいち) ゆらぎ｣ (ろうそくの炎が強弱をつけてゆらめくような発光状態) を当該照明器具に取り
入れようと考えました｡ しかし､ �／ｆゆらぎを実現させるＬＥＤの制御技術を持ち合わせていなかっ
たため､ 清水勧業㈱を通じて工業試験場に相談しました｡

■工業試験場による技術指導の内容
相談を受けた工業試験場では､ �／ｆゆらぎを取り入れたＬＥＤ制御技術 (制御回路の設計・開発､

制御プログラムの設計・開発など) に関して技術指導を行い､ 製品化に向けての支援を行いました｡

■工業試験場の活用による成果
①ろうそくの炎のように光がゆらめく機能 (�／ｆゆらぎモード) が実現できました｡
②満充電時､ �／ｆゆらぎモードで､ 約��～��時間の点灯が可能になりました｡
③周囲が明るい場合は自動的に消灯してソーラー充電を行い､ 暗くなると自動的に点灯する機能を
つけました｡ また､ 防滴仕様にし､ 屋外での使用を可能にしました｡
④ソーラー付ＬＥＤ照明器具・商品名 ｢ｆｕｕ (フー)｣ として､ ����年に製品化されました｡

・道総研工業試験場 (�	
：���－���－����) 札幌市北区北��条西��丁目
・㈲イリス (�	
：���－���－��) 札幌市中央区南��条西��丁目�－�
・清水勧業㈱ (�	
：���－���－����) 同 上

(参考資料：工業試験場 ｢技術支援成果事例集����｣ ���������������������������������� !��"�)
(黒瀧 隆司)

� ����� 調査ニュース ������･�

《道総研の活用事例�》

～ゆらぎモードを備えた多機能型ＬＥＤ照明の開発～

ソーラー付ＬＥＤ照明器具 ｢ｆｕｕ(フー)｣ 〈写真提供：㈲イリス〉



�����

○活用機関：北海道立総合研究機構 産業技術研究本部 食品加工研究センター (以下､食加研)
○活用内容：知的財産活用 (特許権の実施許諾契約)
○開発企業：雪印種苗㈱ (札幌市)､ にんじん家族(同) (浦臼町) ほか多数 ※(同)＝合同会社｡

■道総研が保有する当該特許の概要
食加研が乳酸菌の研究を行う中で､ 道内の農家から譲り受けた漬物 (古漬け：長期間漬け込んだ漬

物) から､ ある乳酸菌を発見｡ その菌は､ 低温下でも発酵できるなど､ 北海道の気候・風土ならでは
の特性を有していました｡ 食加研では､ その植物性乳酸菌を ｢��������株｣ と名付け､ ｢新規な
乳酸菌とそれを用いて得られる発酵豆乳およびその製造方法｣ として､ �		
年に特許権を取得 (商標
権も取得済み)｡ ｢��������株｣ は､ 道総研が保有する特許菌株となっています｡

■｢ＨＯＫＫＡＩＤＯ株｣ の機能性
��������株は､ 健康機能性に関し､ ①整腸効果：胃液など消化液に対する耐性を持ち､ 乳酸菌

が生きたまま腸まで届いて働く､ ②食中毒菌感染の防御：病原性大腸菌�(オー)－��
が人の細胞の
表面に付着するのを抑制する､ ③免疫バランス改善：ヒトの免疫機能を正常化し､ 花粉症やアトピー
性皮膚炎などのアレルギー症状などを緩和する､ などの効果が期待できるとされています｡ また､ 発
酵特性として､ 牛乳などに対する発酵力が弱い (増殖力が弱く固まりにくい) 半面､ 野菜・果物・穀
類など植物原料を良く発酵させることができる (迅速に増殖し酸味が出る)､ という点が挙げられます｡

■｢ＨＯＫＫＡＩＤＯ株｣ 活用による商品化事例
��������株の活用により､ これまで多くの商品化事例がみられます｡ 例えば､ 飼料等メーカー

では畜産用飼料への活用に関して食加研と共同研究を行い､ 下痢抑制効果が期待される子牛用サプリ
メントなどを商品化｡ また､ 乳業メーカーでは､ ヨーグルト製品に��������株を配合することで
商品の付加価値を高めています｡ このほか､ 豆乳ヨーグルト､ にんじんジュース､ 酒粕発酵アルコー
ル飲料､ 健康食品 (サプリメント) などが商品化されています｡
��������株の活用は､ 特許権の実施許諾契約 (技術移転) により可能となります｡ 現在契約中

の先は､ 乳業メーカーや飲料メーカー､ 農業者グループなど�	数社・団体 (累計契約数は�	数社・団
体) に上り､ 新商品の開発に向けた取り組みが行われています｡ 道総研が保有する知的財産の有効活
用により､ 道内食関連産業のさらなる活性化が期待されます｡

・道総研 食品加工研究センター (��：	��－��
－����) 江別市文京台緑町���番地�
(参考資料：食加研 ｢商品化事例のご紹介｣ ほか ����������������������� �����!"�"#$!%���&')

(黒瀧 隆司)
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《道総研の活用事例�》

～道総研が保有する特許を活用した商品開発～

子牛用サプリメント ｢こうし応援団｣
〈写真提供：雪印種苗㈱〉

にんじんジュース ｢ネクタル｣
〈写真提供：にんじん家族 (同)〉

(商品化事例)



� � � シリーズ②

下川町は､ 上川総合振興局管内の北東部に位置し､ 札幌市からは車で
�時間半程かかる道北の町です｡ 森林が町の面積のほとんどを占める中､
森林とともに生きることを先人の時代から継承しており､ 森林資源を活
用した集落対策や､ 自前のエネルギー生産によるまちづくりを行ってい
ます｡

“レジェンド”を育んだ下川町
下川町 (以下､ 同町) は､ 北海道北部を流

れる天
て

塩
しお

川の支流である名
な

寄
よろ

川の上流部にあ
り､ 名寄盆地の東縁に位置｡ 広さ������､ 人
口��	�
人 (平成��年�月�日現在)の小さな町
です｡ 町の全体面積のうち割を森林が占めて
おり､林業・農業が基幹産業となっています｡
同町は､ 町の経営基盤と雇用の安定的確保

を図るため､ 昭和��年代後半から国有林の取
得を開始｡ 欧州の先進的森林経営に学びなが
ら､ �������以上の森林面積を確保し､ 毎年	�
��の伐採と植林､ ��年周期の育林を永遠に繰
り返す循環型森林経営を行っています｡ また､
主伐材に加え､ 間伐材まで残らず加工｡ 集成
材､ 円柱加工､ 木炭製造などのほか､ 枝葉か
らはアロマオイルの抽出まで行うゼロエミッ
ション (※�) の木材加工システムを導入｡ 同町
は､ 林業・林産業経営におけるモデル地域とし
て全国から注目されています｡
(※�) 産業活動から排出される廃棄物・副産物に

ついて､ 他の産業の資源などとして再活用
することにより､ 社会全体として廃棄物を
ゼロにしようとする考え方｡

近年は､ アスリートの育成などスポーツ振興
にも力を入れており､ 記憶に新しいところでは､
先のソチオリンピックで“レジェンド”として
大活躍した�西紀明選手をはじめ､ 岡部孝信選
手､ 伊東大貴選手､ 伊藤有希選手など多くの有
名スキージャンプ選手を輩出しています｡

森林認証を道内で初めて取得
同町は､森林管理の証である国際認証 ｢���

森林認証｣ を平成�	年に北海道で初めて取得｡
その後､ 全ての町有林が認証を取得するに至り
ました｡ ��� (��������������������� �!
：森林管理協議会) は､ 木材を生産する森林
の管理と､ その森林から生産される木材､ 枝
葉等の加工､ 流通のプロセスを認証する国際
機関です｡ 認証の取得は､ 木材管理において
環境､ 社会､ 経済面での厳しい基準を満たし
ていること､ 及び､ 生産される木材等が適切
に利用されていることを意味します｡ 同町で
は森林環境の保全に向け､ ���マークがつい
た製品 (認証製品) の利用にも積極的に取り
組んでいます｡

� ����� 調査ニュース ������･	

豊かな森林資源をまちの持続的発展に活かす
～下

しも

川
かわ

町
ちょう

～

下川町
●

町内で生産された���認証割り箸
町の�割を占める豊かな森林



高齢化対応のエネ自給型住居エリアが完成
｢一の橋｣ 地区 (以下､ 同地区) は､ 町の

中心部から車で��分ほどの距離にあり､ 地区
人口 (約���人) の高齢化率が��％を超える
小規模集落です｡ かつては林業の拠点として
栄え､ 昭和��年には地区人口����	人を有して
いました｡ しかし､ 林業の衰退､ 営林署の統
廃合､ 
�線の廃止などを背景に､ 商店や診療
所が同地区から姿を消していく中で､ 買い物
や除雪等に関する支援要望の増加や､ 住宅の
老朽化など､ 地域コミュニティの維持にかか
わる課題が顕在化していきました｡
課題解決のために町は､ 平成��年度から

｢地域おこし協力隊｣ (※�) 制度を活用して様々
な生活支援サービスを実施｡ また､ 地区住民
との議論を重ね､ ｢一の橋バイオビレッジ構
想｣ を描いてきました｡ この中で生まれたア
イデアにより､ 平成��年�月末､ 超高齢化に
対応するエネルギー自給型の集住化エリア
(住戸をカ所に集めたエリア) が誕生しま
した｡ 総戸数は��戸｡ 各住戸は長屋風に外廊
下で繋がっており､ バリアフリーやプライバ
シー等にも配慮されています｡ また､���

から����までの広さが用意され､ 単身世帯
から家族世帯まで多様な家族構成に対応可能で
す｡ エリア内には､ 警察官立寄所､ 郵便局､ 地
域食堂 (ミニスーパー含む) が整備され､ コミュ
ニティとしての生活基盤が確保されています｡
これらの住宅の給湯・暖房は､ すべて ｢木

質バイオマスボイラー｣ から供給され､ 電力
の一部は太陽光発電によって賄われています｡
木質バイオマスボイラーによる給湯・暖房は
地域熱供給システムとなっており､ エリア内
の各住戸をはじめ､ 併設されている住民セン
ターや郵便局､ さらには近隣の障害者支援施
設､ 育苗温室ハウスなどにも地下配管を通じ
て供給されています｡ 燃料となる木くずは､
主に林地残材 (森林整備の際に発生する梢

しょう

端
たん

部分など､ 通常は林地に放置されるもの) で
あり､ 未利用資源が有効活用されています｡
(※�) 人口減少や高齢化等の進行が著しい地方にお

いて､ 地方自治体が都市住民を受入れ (協力
隊員として委嘱)､ 一定期間以上各種の地域
協力活動に従事してもらいつつ､ 定住・定着
と､ 地域力の維持・強化を図っていく取り組
み｡ ����年に総務省によって制度化された｡

����� 調査ニュース ������･	 �

(上・中) ｢一の橋バイオビレッジ｣ の外観
(下) カラマツ材がふんだんに使われている住宅内

木質バイオマスボイラー



内の商工業者に対しても積極的な取り組みを行っ
ています｡ 主体となっているのは､ 町､ 商工会､
クラスター推進部 (財団法人下川町ふるさと開
発振興公社内) で構成された ｢産業活性化支
援機構｣ です｡ ここでは､ 高齢化している町内
事業者の後継者を全国公募したり､ 未利用資
源を活用して新たな特産品を開発する事業
(｢和クルミ｣ を用いた商品開発や､ 自生のクマ
笹を加工し健康食品として卸販売など) を､ 町
内の若手に意見を求める会議体のかたちで運営
しています｡ 地域の再興と持続的発展のために
は､ 何より地域を担う新たな人材の確保とその
ための産業基盤の整備が必要不可欠です｡ 同町
では森林資源を徹底的に活用して住環境､ エネ
ルギー供給環境を整備するとともに､ 人的資源
の確保・育成にも重点的に取り組んでいます｡
人口減少時代において地域がどのようにし

て持続的発展を図っていくか｡ 下川町の取り
組みはそのモデルとして､ 今後も全国から注
目を集めそうです｡

集落再興に向けた産業基盤の整備にも注力
同地区では､ 地域おこし協力隊�名と集落

支援員�名の計�名体制で､ 若者が高齢者の
生活支援や見守りサービスを行い､ また､ コ
ミュニティビジネス創造に向けた活動を進め
ています｡ 特に､ 地域おこし協力隊が中心と
なり運営する“地域食堂”では､ ｢地域への
食の提供｣ をテーマに､ 地元産の食材を使用
した昼食を地区の高齢者や､ 町内外からの来
訪者に提供しています｡ こうした取り組みは
マスコミでも取り上げられ､ 道内外､ さらに
は海外からも視察者が絶えません｡ 平成��年
度の行政視察者は��			名を超える規模となっ
ています｡ 平成�
年�月には体験型宿泊ハウ
スが�戸完成し､ 視察者､ 旅行者への宿泊サー
ビスの提供を開始しました｡ さらに移動販売
車を導入し､ 地域の見守りサービスと併せ､
食料品などの販売も地域の若者が中心となっ
て行っています｡
同地区では､ 住環境の整備だけではなく､

集落再興に向けた産業基盤の整備や､ 雇用の
創出にもチャレンジしています｡ 木質バイオ
マスによる地域熱供給システムを活用したハ
ウス栽培やキノコの菌床栽培など､ 職住隣接
での積極的な取り組みが行われています｡ 今
後は､ 町内における他の集落や市街地に対し､
同地区の集住化モデルのノウハウを応用した
展開も予定されています｡

地域の再興と持続的発展に向けて
同町では､ 基幹産業である林業・農業の持

続的発展やエネルギー自給の地域づくりだけ
にとどまらず､ 人口減により疲弊を続ける町 (北山 謙二)

�� ����� 調査ニュース ������･�

ボイラーに送られる前の原料

体験型宿泊ハウスの外観

地域熱供給システムを活用したハウス栽培
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農業の�次産業化が広がりを見せています｡ 取り組み拡大に向け､ 国が支援制度を整備して
いるほか､ 道内でも地域金融機関がサブファンドの組成に参加するなど､ 生産・加工・販売の
一体化による農産物の付加価値向上に向けた支援態勢が整ってきました｡

※�次産業化の対象は農業に特定されるものではないが､ 本稿では農業を中心に据えて記載している｡

�. ｢農業の�次産業化｣ とは
�次産業化という言葉は一般的にあまり馴染みのあるものではありませんが､ 農業関係者に

とっては古くて新しいテーマです｡ 第�次産業に従事する農業者が自ら加工や販売に参入し､
自分たちが作った農産物の価値を高めることで所得の増加につなげるというのが基本的な考え
です｡ ��年以上前に農業経済学者の今村奈良臣氏が ｢�次産業の創造により��世紀農業を花形
産業にしよう｣ と提唱したのが始まりとされています｡ 第�次産業 (生産)､ 第�次産業 (加工)､
第�次産業 (流通・販売) の数字を足し算 (�＋�＋	) し､ ｢農業の�次産業化｣ と命名しまし
た｡ なお､ 一つでもゼロがあれば成り立たたなくなるという意味で､ 掛け算の� (�×�×	) と
して用いられることもあります｡
少し古いデータになりますが､ 国内における食用農水産物の生産から消費までの流れ (���


年) をみると､ 原材料として国内に供給された食用農水産物����兆円 (国内生産＋輸入) に対し､
最終消費額は当初供給額の倍に当たる�	�
兆円まで膨らんでいます (図表�)｡ つまり､ 原材
料の生産から最終消費に至るまでには､ 流通業､ 食品製造業､ 外食産業などにより､ 流通マー
ジン､ 加工賃､ サービス料など､ 新たな価値が付加されているのです｡ また近年では､ 高齢化
や単身世帯の増加に伴い消費スタイルが多様化しており､ 特に､ 調理食品や介護食などといっ
た加工食品を始めとして､ 外食や中食 (※�) 分野への消費額が増加傾向にあります｡
(※�) ｢なかしょく｣：市販の弁当や総菜など調理加熱しないで食べられる食品の総称｡

図表� 食用農水産物の生産から飲食料の最終消費に至る流れ (����年)

外 食
����兆円

外食産業向け
��	兆円

外食産業
����兆円国

内
生
産

加 工 品

���兆円

食品小売業

食品製造業向け
���兆円

食品製造業

���兆円��兆円 加 工 品


���兆円

輸
入

最終消費向け

�
兆円

生鮮品等
�
��兆円 生鮮品等

�
��兆円
���兆円

����兆円
(食用農水産物)

	
��兆円
(飲食料の最終消費額)生産から消費までの流れ

(出所) 農林水産省 (総務省他�府省庁 ｢平成��年産業連関表｣ を基に農林水産省で試算)
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広がる�次産業化への取り組み



『消費の多様化と付加価値の増大という動きを単に座してみているだけでは農業の展望は切り
開けない｡ 農業を原材料の生産のみに閉じ込めて､ 付加価値を農業以外の他産業に持っていか
れて良いのだろうか｡ 第�次産業である農業が主体性を持って､ �次・�次産業で創出される
付加価値のせめて幾分かを取り戻し､ 総合産業として体質を変えなければならない｡ そうでな
くては若者が目を輝かせて､ 農業の担い手として意気高らかに参入してこない』 というのが今
村氏の強い思いでした｡
その後､ 農業の�次産業化に向けた取り組みは徐々に広がりをみせます｡ 直売や加工にとど

まらず､ 観光農園､ 農家レストランなど､ 地域の資源と一体化したアグリビジネスの展開によっ
て付加価値を向上させ､ 雇用と所得を生み出し､ 農業や農村の活性化・発展に寄与するように
なってきました｡

�. ｢総合化事業計画｣ の認定で�次産業化を支援
こうした中､ 国は�次産業化への取り組みを制度面から後押しするため､ ����年�月に ｢六

次産業化法 (※�)｣ を施行しました｡ 農林水産省はこの中で､ 農林水産物の生産・加工・販売を
一体的に行う事業活動を対象に､ ｢総合化事業計画｣ の認定を行っています｡ 審査により同計画
の認定を受けた事業は､ 無利子の農業改良資金の特例適用 (パートナーとなる加工・流通業者
にも無利子資金を貸付) や､ 新商品開発や販路拡大事業に対する補助金交付､�次産業化プラン
ナーによるアドバイスなどの支援を受けることができます｡ 同法が施行されてから	年目にな
りますが､ 総合化事業計画の認定件数は���
年�月��日現在､ 全国で����件となっており､ 全
国的に�次産業化への取り組みが広がりを見せています (そのうちの約�割に当たる����件は
農畜産物関係) (図表�)｡
(※�) 正式名称は､ ｢地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用

促進に関する法律｣

図表� 総合化事業計画の地域別認定件数 (累計)

地 域
総合化事業計画の認定件数 (件)

うち農畜産物関係 うち林産物関係 うち水産物関係

北 海 道 ��� ��� � �

東 北 ��� ��� � ��

関 東 ��� ��� �
 ��

北 陸 �� �� � 


東 海 ��� �
� �� ��

近 畿 �
� ��� �� ��

中国・四国 ��� ��� � �


九 州 ��� ��� �� ��

沖 縄 �
 
� � 


合 計 ���� ���� �� ���

(注) ����年�月��日現在
(出所) 農林水産省 ｢六次産業化・地産地消法に基づく認定の概要｣

認定件数で最も多い農畜産物関係を地域別にみますと､ 近畿が���件と最も多く､ 以下､ 関東､
東北､ 九州が���～���件台で続いています｡ 北海道は���件と､ 都道府県別では最も多いものの､
地域別では�位と､�地域中下から�番目の低位置にあります｡
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北海道は､ 道東の��レベルにおいて先駆的に�次産業化を地域ぐるみで実践していますが､
道内全体でみると､ 必ずしも他地域より取り組みが進んでいるとは言いきれない状況です｡ 農
業産出額 (����年) でみた全国シェア (���	兆円／
��兆円≒��％) からすれば､ 北海道の認定
件数は���件を超えていなければならないでしょう｡ こうした点からも､ 道内における農業の�

次産業化は緒に着いたばかりであり､ 道内全体に浸透しているとは言えません｡ 農業関係者は
今後､ 道庁や農政事務所といった行政機関を始め､ 関係機関とも連携しながら､�次産業化のす
そ野を広げていくことが重要です｡
なお､ 道内における総合化事業計画を事業内容でみますと､ 新商品開発が圧倒的に多く､ ま

た､ 直売やレストラン経営､ ネット活用といった販売方式改善の取り組みがみられます｡ 対象
農産物でみると､ 全国では野菜が圧倒的に多いのに対し､ 北海道は畜産物がトップ (��％) で
す｡ 以下､ 野菜�	％､ 畑作物 (豆類､ 小麦､ そば) ��％､ 果樹��％の順となっており､ 本道な
らではの作物に対する付加価値向上への取り組みがみてとれます｡

�.�次産業化で付加価値率を高める
道内の農林水産業の産出額は兆��		�億円 (都道府県別で第位) であり､ 食料品・飲料等

製造業出荷額は�兆��	億円 (同第�位) となっています｡ また､ 製造業合計出荷額の�分の

(����％､ 同�位) を食料品・飲料等製造業が占めており､ 北海道の経済活動と産業構造におけ
る食関連産業は､ きわめて重要な地位を占めています (図表�)｡

図表� 北海道の食関連産業の基本指標

産 業 項 目 年 全 国
北 海 道

シェア(％) 順 位

農 業
耕地面積 ���� ��	��千�� ���	�千�� �	�� 位

農業産出額 (Ａ) ���� ������億円 ���	��億円 ���� 位

林 業
森林面積 ���� �	����千�� 	�	��千�� ���� 位

林業産出額 (Ｂ) ���� �����億円 ���億円 ���� �位

水産業 海面漁業・養殖業生産額 (Ｃ) ���� �����	億円 ��	��億円 ���� 位

農林水産業産出額計 (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) �����	
億円 ������億円 ���� 位

工 業

製造業合計出荷額 (Ｄ) ���� ���������億円 ������億円 ��� ��位

食料品・飲料等製造業出荷額 (Ｅ) ���� �������億円 �����	億円 ��� �位

食料品・飲料等製造業付加価値額 (�) ���� �����	�億円 	��	�億円 	�� �位

製造業合計出荷額に占める食料品・飲料等製造業
出荷額の割合 (Ｅ／Ｄ)

���
％ ���	％ － �位

食料品・飲料等製造業出荷額における付加価値率 (Ｆ／Ｅ) ����％ �	�
％ － ��位

(注) シェアは全国に占める割合｡ 順位は都道府県別｡ 製造業出荷額は､ 統計上の ｢製造品出荷額等｣ を指す (�年間に
おける製造品出荷額､加工賃収入額､製造工程から出たくず及び廃物の出荷額などの合計であり､消費税等内国消費
税額を含んだ額)｡

(出所) 農林水産省 ｢耕地面積調査｣ ｢生産農業所得統計｣ ｢都道府県別森林率｣ ｢生産林業所得統計｣ ｢漁業生産額｣
経済産業省 ｢工業統計調査 (従業員�人以上の事業所)｣
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ただし､ 食料品・飲料等製造業出荷額における付加価値率 (※�) でみると､ 原料を主体とする

生産に加えて､ 加工度の低い加工 (低次加工) が中心であることから､ 全国平均 (����％) を大

きく下回る����％と､ 都道府県別では第��位 (下から	番目) にとどまっています (図表	)｡
(※
) 付加価値率 (％)＝｢付加価値額／製造品出荷額等｣｡ 付加価値額＝｢生産額－(内国消費税額＋推計消費

税額)－原材料使用額等－減価償却額等｣｡

図表� 食料品・飲料等製造業出荷額における付加価値率 (都道府県別)

(出所) 経済産業省 ｢平成��年工業統計調査｣ (産業編､ 従業員�人以上の事業所)

こうしたことから道内では､ 食関連産業における付加価値を高めるべく､ 高次加工の取り組

みを増やすことが課題となっており､ 地域や産業が一丸となってこの状況を変えていくことが

必要です｡ 多様な地域資源とともに�� (情報通信技術) など先端技術を活用した新産業の育成､

再生可能エネルギーの導入に至るまで､ 農山漁村に ｢新たな価値創造｣ のためのイノベーショ

ンを起こし､ 先進的な�次産業化を通して農林漁業のさらなる成長産業化に向けた取り組みを

進めていく必要があるでしょう｡

�.�次・�次産業事業者における�次産業化への参入
����年��月､ ｢株式会社農林漁業成長産業化支援機構法｣ が施行されました｡ また､ 同法に基

づき����年�月､ 国と民間の出資により ｢株式会社農林漁業成長産業化支援機構 (愛称：��

����)｣ が立ち上げられました｡ この目的は､�次産業化の取り組みの更なる拡大・高度化に向

け､ 農業等の事業者が主体となって新たな事業分野を開拓する取り組みに対し､ 出融資を含め

た経営支援を行うことです｡

加工・販売施設の整備には多額の資金を必要としますが､�次産業化に取り組む多くの農業者

は資本力が脆弱であり､ なかなか他産業とは連携できない実態にあります｡ また､ 事業規模や

キャッシュフローが充分でない等の制約から､ 加工・流通､ マーケティング､ 経営管理等のノ

ウハウをもつ人材の確保が難しい､ といったアンケート調査結果もみられます｡ ������による

経営支援は､ こうした状況の克服に向け､ 農業者とともに農産物の加工・販売､ 地域の環境・

資源を活かした観光・商品化に取り組む�次産業化事業者への､ 成長資本提供や経営支援を一体
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的に実施しようとするものです｡
�次産業化事業体への支援は､ それぞれの地域においてきめ細かな支援を行うため､ ������

と､ �次産業化の取り組みに関心のある地域金融機関等が共同出資して設立するサブファンド
(対象事業活動支援団体) を通して行うことを基本としています｡ 具体的には､ 農林漁業者が主
体となった合弁事業体に対して､ 出資と経営支援とを一体的に行うことで､ 第	次産業と
次・
�次産業との協働・結合により新たな価値の創出を目指すものです｡ また､ これと同時に､ 原
材料となる農林水産物等の価値を高めながら最終消費者に届けることにより､ 第	次産業と

次・�次産業が�����(ウィン�ウィン) の関係で成長していくことを目的としています｡
������及びファンドの具体的な支援策については､ 農林漁業者と
次・�次産業の事業者との
マッチング支援から始まり､ 農林漁業の事業サイクルに応じて最大��年にわたる出資と経営支
援を一体的に実施することとなっています｡
ファンド活用によるメリットとしては､ ①ファンドからの出資により､ 少ない資本で大きな

事業にチャレンジでき､ かつ､ 新事業に対するリスク軽減が図れること､ ②合弁事業体を設立
することにより､ 農業者にとっては他産業のノウハウの活用と新たな販路確保､ 原材料である
農産物の計画生産が可能となること､ ③
次・�次産業の事業者にとっては､ 一緒に取り組む
農業者と協働して農産物の品質を高めることにより､ 産地段階から差別化ができ､ 市場開拓や
輸出などを通じて国内外への��が可能となること､ などが挙げられます｡

�. ｢道銀アグリビジネスファンド｣ を高付加価値化実現の効果的ツールに
農業の�次産業化実現のためには､ 生産・加工・販売の一体化に向けた比較的小さな取り組

みから､ 新商品・新サービスの開発や販路拡大等のノウハウを有する他産業と対等の立場で連
携していく取り組みに至るまで､ その経営発展の段階に応じて､ 多様な支援が不可欠となりま
す｡ 制度の柔軟な運用 (※�) を図りながら様々なサポート体制 (※�) を構築している������は､
�次産業化に取り組む事業者にとって､ 大きな力となってくれることでしょう｡
北海道銀行は､ 道内農業と食関連産業の発展に寄与するため､ 昨年�月､ 全国に先駆けてサ

ブファンド ｢道銀アグリビジネスファンド｣ (������等からの出資と合わせ��億円) を組成し
ました｡ 現在�次産業化事業体�合弁事業体�の創設に向け､ 複数の具体的案件について､ 道内の
関連産業の皆さんと精力的に取り組んでいます (※�)｡ 道内食関連産業の課題である､ 高付加価
値化実現に向けての効果的なツールにもなりますので､ 関心をお持ちの方は北海道銀行の各本
支店､ もしくは本部アグリビジネス推進室までお問い合わせください｡
北海道銀行は､ サブファンドへの参画等を通し､ 本道農業の�次産業化による成長産業化に

取り組み､ 本道経済の活力向上および持続的発展､ 農山漁村の活性化に取り組んでまいります｡
(※�) これまで農業生産自体は出資対象でなかったが､ ファンドのさらなる活用を図るため､ 合弁事業体が

農業生産部門を有する場合､ 事業計画の遂行上必要と判断される場合は出資対象とされたほか､ これ
まで対象とならなかった植物工場も出資対象となった｡

(※�) ������による支援対象者には､ ①�次産業化プランナーによる､ 販路開拓支援・�次産業化施策の
活用等のアドバイス・モニタリング､ ②ボランタリー・プランナーによる経営判断・助言､ を実施す
ることにより､�次産業化施策との連携によるサポートを行うこととしている｡

(※�) �月時点でサブファンドは全国で��銀行・組織等の���億円 (うち������出資分���億円) が設立さ
れ､�月時点で出資案件は��件となっている｡ なお､ 北海道案件は
件｡

○㈱北海道銀行 アグリビジネス推進室 (�� ：���－���－����)

(北海道銀行 執行役員産業戦略部長 西山 泰正)
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瀋陽駐在員事務所が入居している建物
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